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設計・施工プロセス専門部会

「施工プロセスを通じた検査について」
討議資料

平成１８年１１月１５日

資料１
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背 景

［①監督・検査を取り巻く環境］
監督職員の業務増大
・総合評価の拡大（技術提案等の契約事項確認）
・地元調整業務の増加
（住民意識の高まり、苦情件数の増加）

・土木技術の専門化・多様化

自主施工の原則と監督職員の関与の齟齬
公務員定員削減の流れ

［②監督業務の実態］

現場の確認頻度の減少
現場技術員による現場確認

③粗雑工事等の増大

（請負者）自主施工の原則の徹底
（発注者）検査の強化

・監督・検査体制の見直し
・施工プロセスを通じた検査への転換

【発注者懇談会中間取りまとめ（H18.9）】
１）施工プロセスを通じた検査への転換

工事等の品質低下が懸念される中、受注者との信頼関係や発注者の体制を前提とした従来
の限定的な監督・検査ではこれらへの対応が困難となっていることを踏まえ、これからは、施
工プロセスを通じた検査の枠組みへと転換し、体制の強化を図る必要がある。
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監督職員の業務増大

①監督・検査を取り巻く状況

●総合評価の拡大（技術提案等の契約事項確認）

総合評価落札方式の推移

※Ｈ１６～１７年度の数値は、８地整（港湾空港除く）の値
※Ｈ１８年度（想定）の数値は、Ｈ１６年度の発注実績（一般競争＋指名競争）の５０％（Ｈ１８目標：件数ベース５割以上）
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監督職員の業務増大

①監督・検査を取り巻く状況

●土木技術の多様化・専門化
土木工事共通仕様書「適用すべき諸基準」に規定された技術基準数

（平成８年度）１０８基準 ⇒ （平成１７年度版）１２８基準

土木工事共通仕様書「一般施工」における「適用すべき諸基準」の例

・日本道路協会 道路橋示方書（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋編、Ⅳ下部構造編）

・日本道路協会 プラント再生舗装技術指針（案）

・日本道路協会 路上再生路盤工法技術指針（案）

・日本道路協会 防護柵設置基準・同解説

・日本道路協会 舗装施工便覧

・日本道路協会 杭基礎施工便覧

・地盤工学会 グランドアンカー設計・施工基準・同解説

・日本道路協会 地中連続基礎設計施工指針

・日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧

・建設省 土木構造物設計マニュアル（案）［土工構造物・橋梁編］

・建設省 土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施工の手引き（案）

［ボックスカルバート・擁壁編］

・建設省 土木構造物設計マニュアル（案）［樋門編］

・建設省 建設副産物適正処理要綱

・厚生労働省 手すり先行工法に関するガイドライ 等

（以下、省略）

※赤字：H8に対して追加した諸基準 合計４４基準が規定

・日本道路協会 道路橋示方書（Ⅱ鋼橋編、Ⅳ下部構造編）

・日本道路協会 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装要綱

・日本道路協会 ｾﾒﾝﾄｺﾝｸﾘｰﾄ舗装要綱

・日本道路協会 舗装試験法便覧

・日本道路協会 転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装技術指針（案）

・日本道路協会 プラント再生舗装技術指針（案）

・日本道路協会 路上再生路盤工法技術指針（案）

・日本道路協会 防護柵設置要綱

・日本道路協会 杭基礎施工便覧

・日本道路協会 地中連続基礎設計施工指針

・日本道路協会 道路標識設置基準

・日本道路協会 視線誘導標識設置基準

・建設省 薬液注入工事に係わる施工管理について

・建設省 仮締切堤設置基準（案） 等

（以下、省略）

合計３０基準が規定

平成17年度版平成8年度版
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自主施工の原則と監督職員の関与の齟齬（直営施工の名残り）

①監督・検査を取り巻く状況

●請負者の自主施工の原則の明確化
公共工事標準請負契約約款を平成7年に改正

⇒契約書の基本事項に「請負者の自主施工の原則」を明記

（公共工事標準請負契約約款）第1条総則の3
仮設・施工方法その他工事目的物を完成するための一切の手段については、この約款及び

設計図書に特別な定めがある場合を除き、乙がその責任において定める。

●発注者（監督職員）の責任追及
国分川分水路トンネル事故裁判
⇒平成7年2月千葉地検が千葉県職員を業務上過失致死容疑で起訴

蒲原沢土石流訴訟
⇒平成11年11月作業員遺族が国・県・受注者に対し損害賠償請求訴訟
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公務員定員削減の流れ

①監督・検査を取り巻く状況

・事業量は最近まで増加の一途を辿ってきた一方で、現場を担う地方整備局の職
員数は減少し続けている。

注１）事業費(国費)は「公共事業と予算」による。
注２）物価変動は建設工事デフレーター（治水総合及び道路総合）による。なお、H17年度はH17年4月からH18年1月まで。

注３）職員数は８地方整備局における全定員数。
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監督業務における現場立会頻度の例

②監督業務の実態

［監督職員］現場立会頻度の減少 ⇒ 現場技術員による現場確認
（監督職員は書面で確認）

（事例１）○○道路改良工事
請負金額 ： 113,925千円
工期 ：約8ヶ月
工事内容 ：盛土V=21400m3、カルバート工L=150m、擁壁工１式、排水工1式、

アスファルト舗装工 3000m2 等

（事例２）○○立体橋梁舗装工事
請負金額 ：167,105千円
工期 ：約7ヶ月
工事内容 ：舗装工(盛土部） 3,690m2、 （橋面部） 10,240m2、排水構造物工、

防護柵工1,195m等

－

－

監督員 現場技術員主任監督員

1回／0.8週1回／2.2週間現場立会頻度

2名×14本22本担当工事数

1回／0.9週間

－

監督員 現場技術員主任監督員

1回／0.5週1回／4.2週間現場立会頻度

6本6本担当工事数
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※北海道開発局については、土木、港湾空港、営繕工事の実績を計上。
※地方整備局については土木工事の実績を計上（港湾空港、営繕工事は除く）。

品質・安全に係る指名停止等の措置件数の推移

③粗雑工事等の増大

粗雑工事等の増大
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粗雑工事の発生状況

（参考）粗雑工事の事例

●落橋防止装置工ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄの定着長不足

施工者の判断でアンカーボルト
を途中で切断

施工状況を確認してい
ないため発見できない

鉄筋やＰＣ充填材等が障害とな
り所定の長さまでアンカーボル
トを埋め込めない状況

●生コンクリートの加水問題

粗雑工事の発生状況

生コン打設しやすくするため、元請
業者が生コントラック運転手に対し、
水を加えるよう指示

発見するには現場
での常駐が必要

コンクリートの品質低下
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受発注者の責務

●請負者の契約上の責務（自主施工の原則）
国土交通所直轄工事における契約図書関係

工事請負契約書

設計図書 仕様書

図面

現場説明書
（同）質問回答書

土木工事共通仕様書

特記仕様書

適用すべき諸基準

第１条 発注者及び請負者は、この契約書に基づき、設計図書（別冊の図面、
仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。）に従い、日本
国憲法を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容とする工事の請負
契約をいう。）を履行しなければならない
3 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために一切の手段について
は、契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を除き乙がその責任におい
て定める。

出来形管理基準及び規格値
品質管理基準及び規格値
写真管理基準（案）

土木工事施工管理基準

契約図書

第１編１－１－23 施工管理
9．請負者は、出来形管理基準及び品質管理基準に
より施工管理を行い、その記録及び関係書類を直ち
に作成、保管し、完成検査時に提出しなければならな
い。ただし、それ以外で監督職員からの請求があった
場合は直ちに提示しなければならない。

⇒契約図書の遵守

⇒自主施工の原則
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契約の適正な
履行の確保

監 督

検査関係 段階確認・材料検査※

契約・調整関係

地元調整・関係機関協議

工程把握・事故対応

完了検査・材料検査

検 査 給付の完了の確認

契約変更

検査関係

施工状況の確認※

［会計法29条の11,予算決算及び会計令第101条の3,契約事務取扱規則第18条］

［会計法29条の11の２,予算決算及び会計令第101条の4,契約事務取扱規則第20条］

監督職員

検査職員

土
木
工
事
監
督
技
術
基
準

〔技
術
審
議
官
通
知

平
成
15
年
3
月
31
日
〕

土
木
工
事
検
査
技
術
基
準

〔技
術
審
議
官
通
知

平
成
18
年
3
月
31
日
〕

工事成績評定

工事成績評定
※ は品確法に基づき実施すべきもの（会計法に基づくものではない）

●現行の監督・検査制度

受発注者の責務
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契約の適正な
履行の確保

段階確認・材料検査

契約・調整関係

地元調整・関係機関協議

工程把握・事故対応

完了検査

給付の完了の確認

契約変更

検査関係

施工状況の確認

［会計法29条の11,予算決算及び会計令第101条の3,契約事務取扱規則第18条］

［会計法29条の11の２,予算決算及び会計令第101条の4,契約事務取扱規則第20条］

監督職員

検査職員

土
木
工
事
監
督
技
術
基
準

〔技
術
審
議
官
通
知

平
成
15
年
3
月
31
日
〕

土
木
工
事
検
査
技
術
基
準

〔技
術
審
議
官
通
知

平
成
18
年
3
月
31
日
〕

工事成績評定

監視官(仮称)※ 施工プロセス検査

※ は品確法に基づき実施すべきもの（会計法でない）。

（廃止）

監 督

検 査

工事成績評定

受発注者の責務

●施工プロセス検査の位置づけ（案）
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・施工状況の把握

検査関係業務
・段階確認
・材料検査

監督・検査制度の見直しの方向性

監督 検査

契約関係業務
・条件変更の確認
・変更図面の作成
・提出書類の受領

調整関係
・地元調整
・関係機関協議

・完了検査
・既済部分検査
（中間検査）

●監督制度の見直し

従
来

新
制
度

監督 検査

・完了検査
・既済部分検査
（中間検査）

契約関係業務
・条件変更の確認
・変更図面の作成
・提出書類の受領

・施工状況の把握

検査関係業務
・段階確認
・材料検査

・技術提案
・施工体制確認

・施工プロセス検査

・工事促進指示
・技術助言

調整関係
・地元調整
・関係機関協議

・苦情件数増加

・技術提案等の契約事項確認
・地元調整業務の増加
・公務員定員削減
・粗雑工事の増大 等

検査関係業務
・段階確認
・材料検査

・請負業者の自主施工の原則の徹底
・検査の強化
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監督・検査制度の見直しの方向性

監督員（技術係長）

検査職員
（工事検査官）

主任監督員（出張所長）

従
来

新
制
度

出張所 事務所 本局

監視官(仮称）

非常勤（専門家）
民間委託 等

監督補助

検査関係業務

・段階確認、材料検査
・施工状況の把握（従来）

・完了検査
・既済部分検査

業
務
内
容

検査補助

検査補助

監督員（技術係長）

主任監督員（出張所長）

監督補助

検査職員
（工事検査官）

検査補助

検査補助

出張所 本局

契約関係業務
・条件変更の確認
・変更図面の作成
・提出書類の受領

調整関係
・地元調整
・関係機関協議

・工事促進指示

・技術助言

請負者

●監督・検査制度の見直し

施工プロセス検査
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施工プロセス検査制度について

●施工プロセス検査の定義

請負者により、工事目的物が契約図書（技術基準を含む）に

規定された施工方法により適切に施工されているか発注者が

施工過程を検査し、工事目的物の品質確保を図る。
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施工プロセス検査制度について

●実施方法

［実施内容］ 契約図書（技術基準類を含む）に適合した施工方法で施工が行わ

れているか確認

［実施方法］ ①監視官(仮称)が「工事現場に常駐し確認」もしくは「高い頻度で

抜き打ち的な立会」し、請負者の施工プロセスを検査

②主要な工種について施工プロセス検査項目表を作成

従来の検査

中
間
検
査

中
間
検
査

完
成
検
査

出来形・品質を検査
（規格値内か否かを確認）

○構造物の出来形（寸法等）・品質について、工事の
節目毎に検査を実施 （＝ステージ検査）

施工プロセスチェックの導入

契約図書に規定された施工方法で請負者が工事を
実施しているか検査（＝作り方の検査）

施工プロセス
検査

○契約図書に規定した施工方法で工事が行われてい
るか現場の施工方法を確認（＝プロセス検査）

中
間
検
査

中
間
検
査

完
成
検
査

施工プロセス
検査
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論点

●今回議論して頂きたい論点

監督・検査体制における施工プロセス検査の位置づ

けについて

施工プロセス検査を効果的に実施するための実施

方法について
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●監視官（仮称）

「監視官（仮称）」が「工事現場に常駐」もしくは「高い頻度で抜き打ち的な立
会」を行い、請負者の施工プロセスを検査

施工プロセス検査を行う者を「監視官（仮称）」として契約担当官が任命。

監視官（仮称）は、発注者側の立場で確認、検査を行う。

※ 「契約変更」、「地元・関係機関調整」等の業務は実施しない

⇒非常勤（専門家）、外部委託等を検討

●主な業務内容

施工プロセスの検査

工事成績評定（施工プロセスに係る評価）

修補請求・破壊検査

施工プロセス検査制度について

[資格要件のイメージ]

・一定の技術的な知見・実績を有する者（⇒面接等により確認）

・中立公平性を有する立場の者 等
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●実施時期・頻度

施工プロセス検査の対象工種が施工している間、監視官（仮称）が常駐もしくは

高い頻度で抜き打ち的な検査

対象工種は工事の品質を左右する主要工種（各工事毎に発注者が設定）

施工プロエス検査実施が必要な時期（イメージ）

100%

0%
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

工種 種別

準備工

道路土工 掘削工

路体盛土工

のり面整形工

擁壁工 作業土工

コンクリート工

路盤工 路盤工

仮設工 作業ヤード整備

後片付け

出
来
高
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検
査

施工プロセスチェック
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成
検
査
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事
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検
査

段
階
確
認
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）
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確
認
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/
鉄
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組
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時

）
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階
確
認

(
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路
土
工

）

段
階
確
認

(

擁
壁
/
埋
戻
前

）

施工プロセス検査制度について

施工プロセス検査
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●検査項目表（案）

主要な工種について施工プロセス検査項目表を作成
⇒契約図書である「土木工事共通仕様書」及び「適合すべき諸基準」に
規定された施工方法について検査項目表を作成

第６節 運搬・打設 

３－６－４ 打設（抜粋） 

１．請負者は、コンクリートを速やかに運搬し、直ちに打込み、十分に締固めなければ

ならない。練混ぜてから打ち終わるまでの時間は、原則として外気温が25℃を超える

場合で1.5時間、25℃以下の場合で２時間を超えないものとする。 

10．請負者は、一区画内のコンクリートの一層を打設が完了するまで連続して打設しな

ければならない。 

12．請負者は、コンクリートの打設作業に際しては、あらかじめ打設計画書を作成し、

適切な高さに設定してこれに基づき、打設作業を行わなければならない。（中略）こ

の場合、シュート、ポンプ配管、バケット、ホッパー等の吐出口と打込み面までの高

さは1.5ｍ以下とするものとする。 

14．請負者は、コンクリートを２層以上に分けて打込む場合、上層のコンクリートの打

込みは、下層のコンクリートが固まり始める前に行い、上層と下層が一体になるよう

に施工しなければならない。 

３－６－５ 締固め（抜粋） 

１．請負者は、コンクリートの締固めに際し、バイブレーターを用いなければならない。

なお、薄い壁等バイブレーターの使用が困難な場所には、型枠振動機を使用しなけれ

ばならない。 

２．請負者は、コンクリートが鉄筋の周囲及び型枠のすみずみに行き渡るように打設し、

速やかにコンクリートを十分締め固めなければならない。 

３．請負者は、コンクリートを２層以上に分けて打設する場合、バイブレーターを下層

のコンクリート中に10㎝程度挿入し、上層と下層が一体となるように入念に締め固め

なければならない。 

土木工事共通仕様書（第３章無筋・鉄筋コンクリート） プロセス検査項目（イメージ）

指 摘
事 項

日付

○/○

・

・

・

・

・

・

・

コンクリートを２層以上に分けて打設する場
合、バイブレーターを下層のコンクリート中に
10㎝程度挿入し、上層と下層が一体となる
ように入念に締め固めている。

・

・

コンクリートの打設作業に際しては、シュート、
ポンプ配管、バケット、ホッパー等の吐出口
と打込み面までの高さが1.5ｍ以下である。

・

・

・

練混ぜてから打ち終わるまでの時間は、原
則として外気温が25℃を超える場合で1.5時
間、25℃以下の場合で２時間を超えていな

い。

コンクリートを速やかに運搬し、直ちに打込
み、十分に締固めている。

チェック項目

・
レディミクスト
コンクリート
（打設・運搬）

施工方法

施工プロセス検査制度について
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●施工プロセス検査試行対象（案）

施工プロセス検査制度について

品質確保体制が特に重要となる大規模工事（３億円以上）を対象
⇒当面、政府調達協定（ＷＴＯ）対象工事（7.2億円以上）で

試行的に導入

第１ 適正な施工の確保の徹底
4．発注者の監督・検査等の強化

「政府調達に関する協定」（平成７年条約第２３号）の適用を受ける工事におけ
る低入札価格調査制度調査対象工事については、契約図書に示された施工
プロセスで施工管理が適切に行われているかを発注者が常時確認し、工事
成績評定にも反映。

（参考）いわゆるダンピング受注に係る公共工事の品質確保及び下請業者への
しわ寄せの排除等の対策について（平成18年4月14日官房長・総合政策局長通知）


